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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、横ばい圏

内の動きとなっている。需要面では、個人消費は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに

持ち直している。住宅投資は、減少している。設備投資は、持ち直しの動きがみられる。公

共投資は、高水準ながら弱めの動きとなっている。輸出は、持ち直している。観光は、厳し

い状況にあるものの、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数は

前年を下回ったものの、負債総額は前年を上回った。消費者物価は、１６か月連続で前年を上

回った。
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．３ポイン

ト下回る４６．２と２か月ぶりに低下した。横ば

いを示す５０を２か月ぶりに下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．８ポイント下回る４５．７となった。

１０月の鉱工業生産指数は８７．０（季節調整済

指数、前月比＋１．６％）と２か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲１．１％と６か

月連続で低下した。

業種別では、化学・石油石炭製品工業など

１０業種が前月比上昇となった。輸送機械工業

など５業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～８か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～２か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋３．７％）は、８か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋９．３％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋２．６％）

は、すべての品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋８．３％）

は、１２か月連続で前年を上回った。

１０月の乗用車新車登録台数は、１２，０３３台

（前年比＋２９．５％）と２か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋２０．１％）、

小型車（同＋３６．７％）、軽乗用車（同

＋３４．１％）となった。

４～１０月累計では、８２，７５１台（前年比

＋１．８％）と前年を上回った。内訳は普通車

（同＋２．２％）、小型車（同＋５．０％）、軽乗用

車（同▲１．５％）となった。

１０月の生乳生産量は、３５３，１７６トン（前年

比▲１．５％）と２か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲０．２％）、乳製

品向け（同▲２．４％）、その他（同＋６．０％）、

道外への移出（＋１．２％）となった。

４～１０月累計では、２，５４４，９５８トン（前年

比＋１．０％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１０月の住宅着工戸数は２，６５７戸（前年比

▲１２．７％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲２２．４％）、貸家

（同＋０．６％）、給与（同＋１２．１％）、分譲（同

▲２４．４％）となった。

４～１０月累計では、２０，４３４戸（前年比

▲７．５％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲２１．９％）、貸家（同▲０．４％）、

給与（同▲３６．０％）、分譲（同＋１１．８％）と

なった。

１０月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１０５，５２９㎡（前年比▲３４．４％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲５５．４％）、非製造業（同▲３２．６％）であっ

た。

４～１０月累計では、９９４，２１３㎡（前年比

▲１７．４％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１．８％）、非製造業（同

▲１８．６％）となった。

１１月の公共工事請負金額は１９９億円（前年

比▲７．６％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、市町村（前年比＋６４．４％）、

地方公社（同全増）が前年を上回った。国

（前年比▲４８．６％）、独立行政法人（同

▲５３．８％）、道（同▲１７．５％）、その他（同

▲７２．０％）が前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～４か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が６か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１０月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０４４千人（前年比＋６４．７％）と１２か月

連続で前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋７０．４％）、JR（同＋５０．７％）、

フェリー（同＋１６．６％）となった。

４～１０月累計では、６，６７１千人（同

＋１０１．９％）と前年を上回っている。

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１，８５５人（前年比全増）と４か月連続で

前年を上回った。

４～１０月累計では、５，９５０人（前年比

＋５，９４４人）と前年を上回っているが、コロ

ナ禍前との比較では▲９９．４％と下回ってい

る。

１０月の貿易額は、輸出が前年比＋２１．２％の

３８７億円、輸入が同＋８３．５％の２，１３２億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、魚介類・同調製

品、自動車などが増加した。

輸入は、原油・粗油、肥料、石油製品など

が増加した。

輸出は、４～１０月累計では２，７６３億円（前

年比＋４０．９％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は２か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１６か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．１６ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋９．６％と２０か月連

続で前年を上回った。業種別では、宿泊業・

飲食サービス業（同＋３６．４％）、サービス業

（同＋１６．２％）などが前年を上回った。

１１月の企業倒産は、件数が１４件（前年比

▲６．７％）、負債総額が１４億円（同＋５７．４％）

だった。負債総額は２か月連続で前年を上

回った。

業種別ではサービス・他が５件、不動産業

が３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は６件

であった。

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０４．４（前月比＋０．３％）となっ

た。前年比は＋４．０％と、１６か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（１０月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋０．３％、前年同

月比＋２１．４％となり、ガソリン価格は前月比

▲１．８％、前年同月比＋１．９％となった。

道内経済の動き
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2022年度･2023年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(10月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2020年度以降は当行推計。
　　　３. 平成27(2015)年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、一部に弱さが残るものの、新型コロナウイルス感染症拡大（以
下、「コロナ禍」）の影響が和らぐなかで緩やかに持ち直している。個人消費はまん延防
止等重点措置の全面解除に伴って人出が回復し、持ち直しの動きがみられる。住宅投資
は弱含みで推移している。設備投資は持ち直しの動きがみられる。公共投資は、高水準
ながら弱めの動きとなっている。
２０２３年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、ウイズコロナが進展
するなか、対面型サービス消費を中心に前年を上回ろう。住宅投資は、住宅購入コスト
の高止まりから横ばい圏での推移となろう。設備投資は、札幌圏における再開発事業や
再生エネルギー関連投資等が続き、前年を幾分上回ろう。公共投資は、「防災・減災、
国土強靭化のための５か年加速化対策」予算執行や北海道新幹線工事の本格化から高水
準を維持しよう。また、国内外の経済活動活発化や、インバウンド消費を中心に移輸出
の増加が見込まれ、財貨・サービスの移輸出入（純）はプラス成長となろう。物価高
は、年度後半にかけて徐々に鈍化するものの消費や投資全般の重石となり、実質成長率
は減速しよう。
この結果、実質経済成長率は１．０％（２０２２年度１．６％）、名目経済成長率は１．９％（同

１．２％）と予測する。
ただし、コロナ禍による経済活動の抑制は、引き続き国内経済・道内経済のリスク要
因となろう。また物価や輸入コストが更に増加した場合の企業収益の悪化や、生活必需
品の価格上昇による家計の実質購買力の低下を通じた、経済の下振れリスクを内包して
いることにも注意が必要である。

２０２３年度北海道経済の見通し
要 約

※実質経済成長率：物価の変動による影響を除いた国内（道内）総生産の伸び率
※２０２３年度の北海道経済は、エネルギー価格の高止まりや輸入物価を含む物価高の個人消費に与える影響が全
国に比べ大きく、実質成長率は全国を下回ろう。
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１．２０２２年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、２０２２年７～９月期の国

内総生産（四半期別GDP・１次速報値）が前

期比▲０．３％（年率▲１．２％）となり、４四半

期ぶりのマイナス成長となった（図表１）。

もっとも、これはサービス輸入の一時的な急

増によるものであり、内需は堅調に推移して

いる。個人消費は、本年３月２１日に新型コロ

ナウイルス感染症にかかる行動制限が解除さ

れて以降、幅広い財やサービスの消費が増加

した。住宅投資は、人手不足に伴う人件費の

高まりや、建築コストの増大などの要因によ

り、マイナスでの推移が続いた。設備投資

は、脱炭素関連投資やソフトウェア投資など

が堅調に推移し、２四半期連続で増加した。

輸出は、中国のロックダウンの影響による供

給制約で自動車が低迷していたが、供給制約

が和らぐもとで持ち直しの動きがみられる。

足元では自動車や鉄鋼などが増加しているこ

とで前年を上回って推移している。輸入は、

原油・石炭等のエネルギーが増加し、プラス

で推移している。その結果、輸入が輸出の増

加幅を上回り、純輸出はマイナスとなってい

る。

また本年１１月のESPフォーキャスト調査に

よる２０２２年１０～１２月期の国内総生産（四半期

別GDP）見通しは、前期比年率＋２．１４％とプ

ラス成長が見込まれている（図表２）。

先行きについては、個人消費は、物価上昇

に伴う実質購買力低下の影響を受けつつも、

感染抑制と消費活動の両立がいっそう進むな

かで堅調な推移が見込まれる。住宅投資は、

建築コストの高止まりが予想され、弱含みで

の推移が見込まれる。設備投資は、資材価格

上昇が企業利益の下押し要因となるものの、

堅調なデジタル化・省力化関連投資や供給制

約の緩和等を背景に、増加傾向が続くと見込

まれる。公共投資は、「防災・減災、国土強

靭化のための５か年加速化対策」に基づく予

算執行によって高水準で推移するものの、東

日本大震災の復興事業の一服を受けて、弱め

の動きが続くことが見込まれる。輸出は、供

給制約の緩和が見込まれる自動車関連や、外

需が拡大しているデジタル関連を中心に、財

の輸出について増加が見込まれる。また、イ

ンバウンド消費は、６月１０日に観光目的の外

国人の入国が再開され、以降入国制限の緩和

も行われたことを背景に明確に増加してお

り、サービス輸出についても持ち直しが見込

まれる。

以上のように、国内経済は、個人消費を中

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） ESPフォーキャストによる
実質経済成長率予測

（資料：内閣府「四半期別GDP速報２０２２年７‐９月期・１次速報） （資料：日本経済研究センター）

２０２３年度北海道経済の見通し
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心とした持ち直しが見込まれる一方、国内外

の新型コロナウイルス感染症の動向とその影

響、ウクライナ情勢の展開、資源価格や海外

の経済・物価動向など、不確実性が高く、以

下のようなリスク要因を内包している。すな

わち、今後の新型コロナウイルス感染症の影

響や、諸外国における経済活動の抑制は、引

き続き日本経済への重大なリスク要因となろ

う。また、ウクライナ紛争の動向によりエネ

ルギー価格や穀物価格に影響が出ているほ

か、世界規模でのインフレ進行など、先行き

不透明感が強まっている。さらに日本が金融

緩和政策を継続する一方で、各国は引き締め

に転じたことで、急速に円安が進行してお

り、輸入コストは大きく上昇している。加え

て、ゼロコロナ政策を堅持する中国では、感

染状況によりロックダウンが再発し世界経済

の重石になることも懸念される。これらに伴

う、コスト増大による企業収益の悪化や、生

活必需品を中心とした消費者物価上昇による

家計の実質購買力の低下、供給制約による生

産活動の停滞を通じた経済の下振れリスクを

内包していることにも注意が必要である。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、一部に弱さが残るも

のの、緩やかに持ち直している。需要項目別

にみると、個人消費は、行動制限がなく外出

の機会が増えていることなどを背景に、持ち

直しの動きがみられる。もっとも、供給制約

が長期化している新車販売では低迷が続いて

おり、回復度合いは費目別に濃淡がみられ

る。住宅投資は、金融緩和政策のもとで低金

利が続く一方、建築資材や地価、人件費など

建設コストの増大が著しく、持家中心に弱含

んでいる。設備投資は、コロナ禍で抑えられ

ていた経済活動が活発化していることをうけ

て持ち直しの動きがみられる。公共投資は、

２０２１年の国土強靭化関連予算に基づく予算配

賦が高水準であった反動から、公共工事請負

金額の推移は２０２１年を下回っているものの、

高水準を維持している。

今後を展望すると、個人消費は、生活必需

品の価格上昇が実質購買力を下押しすること

が見込まれるものの、「物価高克服・経済再

生実現のための総合経済対策」などの経済対

策や、コロナ禍の行動制限下で中止・縮小さ

れていた各種イベントの再開、観光人流の回

復などが押し上げ要因となり、増加が見込ま

れる。住宅投資は、建設コストが高止まりし

ており、足元では住宅ローンの長期固定金利

にも上昇がみられていることから、減少が見

込まれる。設備投資は、輸入コスト増大に伴

う企業収益の悪化が重石となるものの、札幌

圏における再開発事業や、再生エネルギー関

連の投資計画が続いていることから、堅調な

推移が見込まれる。公共投資は、「防災・減

災、国土強靭化のための５か年加速化対策」

や北海道新幹線の建設費などにより高水準が

続くことが見込まれる。財貨・サービスの移

輸出入（純）については、国内外の経済活動

再開や「全国旅行支援」の開始、インバウン

ド観光客受け入れの再開・水際対策の緩和に

伴い、移輸出の増加が見込まれることから、

プラス成長となろう。

物価の動向をみると、エネルギー価格や食

料品価格などの上昇の影響から、消費者物価

指数（生鮮食品を除く総合）は２０２１年７月以

降、１６か月連続で前年を上回って推移してい

る（図表３、４）。物価の先行きを展望する

と、政府による物価高対策が物価上昇を抑制

するものの、輸入物価の上昇が時間差で波及

２０２３年度北海道経済の見通し
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することで、前年を上回る水準での物価推移

が見込まれる。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２２

年度の道内経済成長率は実質成長率１．６％、

名目成長率１．２％と、前年に続きプラス成長

を予測する。

２．２０２３年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

２０２３年度の国内経済は、海外経済の減速の

影響や、経済対策効果の減衰などから成長の

ペースは鈍化するものの、主要先進国に比

べ、経済活動の正常化が遅れていることか

ら、インバウンド消費の回復や自動車の挽回

生産などで成長を底上げするとみられ、プラ

ス成長を維持しよう。

需要面をみると、個人消費は、雇用者所得

の増加やペントアップ需要を背景に増加が続

くとみられる。経済活動の改善に伴う雇用者

数の増加と物価上昇を反映した賃金上昇率の

高まりから、雇用者所得が増加し、個人消費

の増加に寄与しよう。また、コロナ禍で供給

制約のあった自動車などで積みあがった需要

に対し、半導体不足の解消によって挽回生産

が行われ、消費を押し上げよう。政府最終消

費支出は、ワクチン接種関連費用など新型コ

ロナ関連支出の減少が見込まれる一方で、医

療・介護費が人口動態や社会情勢を反映した

増加トレンドに回帰することで総じて増加が

見込まれる。住宅投資は、緩和的な金融環境

が下支えとなるものの、住宅価格の高止まり

が重石となり、弱めの動きが続くと見込まれ

る。設備投資は、引き続き省力化への投資や

DX推進を見据えたソフトウェア投資が堅調

に推移することが見込まれる。公共投資は、

国土強靭化関連の支出が続くもと、横ばいで

推移することが見込まれる。財の輸出は、海

外経済の減速の影響を引き続き受けるもの

の、供給制約が徐々に解消していくことで車

や情報関連財を中心に増加しよう。また、

サービス輸出は、インバウンド消費が徐々に

回復していくことを見込んでおり、増加に寄

与しよう。

（２）北海道経済の動向

２０２３年度の北海道経済は、国内経済同様成

長ペースを鈍化させつつも、底堅い個人消費

が牽引し、インバウンド消費の回復や挽回生

産が見込まれる自動車の部分品などの輸出増

加や、国内需要増に対応した移出増加とあわ

せ、前年に続くプラス成長となろう。

需要面をみると、個人消費は、感染症への

警戒感は残るものの、コロナ感染症の分類引

き下げ議論も進むなかでウイズコロナがいっ

そう進み、外食やイベント・宿泊などの対面

型サービス消費を中心に持ち直しの動きが続

くとみられる。コロナ禍で沈静化していた人

手不足感が経済活動活発化のなかで再燃して

おり、コロナ禍で待遇が悪化していた非正規

雇用者を中心に雇用・所得環境の緩やかな改

善が見込まれる。また、政府主導による賃上

げ誘導や消費喚起策も個人消費押し上げに寄

与しよう。急速な物価上昇を受けた消費者マ

インドの低下が重石となるが、総じてみると

個人消費は、コロナ禍からの反動増があった

２０２２年度からは回復ペースを鈍化させつつ

も、前年上回りが見込まれる。政府最終消費

支出は、全国に比べ少子高齢化が進む北海道

の人口動態を反映した通常トレンドに回帰

し、医療・介護費で増加が見込まれる。住宅

投資は、住宅取得コストの高止まりが見込ま

れるものの、前年の落ち込みの反動などで増

２０２３年度北海道経済の見通し
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加が見込まれる。設備投資は、人手不足への

対応やデジタル化に向けたソフトウェア投資

を中心に横ばい推移が見込まれる。公共投資

は、各地の庁舎などの建て替え需要が一巡し

たものの、「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」では、３年目となる本

年度においても堅調な予算配賦が見込まれ、

また、北海道新幹線の建設事業費の増加を受

け、総じてみると前年横ばい圏内となろう。

財貨・サービスの移輸出入（純）について

は、国内外の経済活動が増勢鈍化しつつもプ

ラス成長が見込まれることから、移輸出、移

輸入ともに増加が見込まれる。サービス移輸

出をみると、外国人入国の水際対策が緩和さ

れインバウンド消費が緩やかに持ち直してい

ることや、感染対策をしたうえでの国内旅行

が浸透していることから、底堅く推移すると

みられる。また、財の移輸出については、国

内需要の底堅さに加え、中国向け食料品や供

給制約の緩和により挽回生産が期待される米

国向け自動車の部分品などが牽引し、増加が

見込まれる。財貨・サービスの移輸入につい

ても道内需要の持ち直しにより増加が見込ま

れる。

物価の先行きを展望すると、昨今の物価上

昇はコストプッシュ型で持続性に欠けるとい

われる。原材料の価格上昇や円安を背景にし

ているため、これらが続かない限り、時間の

経過に伴い物価上昇ペースは鈍化することに

なる。あわせて、２０２２年度の急速な物価上昇

の反動もあり、２０２３年度の物価上昇のペース

は年度後半にかけて徐々に鈍化することが見

込まれる。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２３

年度の道内経済成長率は実質成長率１．０％

（２０２２年度１．６％）、名目成長率１．９％（同

１．２％）と、前年に続くプラス成長となろう。

なお、本推計にあたっては、国内経済同

様、新型コロナウイルスの動向や世界情勢の

悪化、諸物価の上昇などによる下振れリスク

を内包していることには注意が必要である。

また、２０２３年度の北海道経済は、エネル

ギー価格の高止まりや輸入物価を含む物価高

の個人消費に与える影響が全国に比べ大き

く、実質成長率は全国を下回ると見込んでい

る。

３．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

個人消費は、コロナ禍で人流が大きく制限

され落ち込んだが、２０２２年３月２１日にまん延

防止等重点措置が全面解除されて以降、コロ

図表３ 図表４消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

原油価格の推移

（資料：総務省、北海道） （資料：IMF）

２０２３年度北海道経済の見通し
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ナ禍の影響が和らぐなかで緩やかに持ち直し

ている。足元のコロナ禍の状況をみると、コ

ロナウイルス感染第６波（道内ピークは２０２２

年２月）や第７波（同年８月）で感染者数が

増える時期があったものの、ワクチン接種の

普及と流行株が比較的重症化率が低いことも

あり、重症者数は低位で推移している（図表

５、６）。小売店・娯楽施設を例に人出の動

向をみると、Googleの「COVID‐１９：コミュ

ニティ モビリティレポート」によれば、行

動制限の解除後に人出は持ち直しの動きが見

られ、コロナ禍前を５～１０％下回る水準で推

移している（図表７）。人流が回復に向かう

なか、百貨店・コンビニエンスストアの売上

高をみると、コロナウイルスまん延直後の

２０２０年に大きく落ち込んでいたが、２０２２年か

らほぼ毎月前年を上回って推移しており、増

加基調にある（図表８）。

他方、コロナ禍でサプライチェーンが機能

不全となり低迷が続く新車販売は、半導体不

足の影響が和らぎ、足元の９・１０月が前年比

プラスに転じており、回復の兆しがみられる

（図表９）。

今後の個人消費を展望すると、雇用環境に

ついては、２０２２年９月に日本銀行札幌支店が

行った『企業短期経済観測調査（北海道）』

によると、雇用の過不足感を示す「雇用人員

判断DI（過剰－不足）」は▲４３と前期を下

回っており、人手不足感がいっそう強まって

いる（図表１０）。新規求人数は、昨年３月か

ら前年を上回って推移し、本年４月以降は前

年対比１０％を超える増加水準となっている。

図表５ 図表７新型コロナワクチン接種率の推移
（北海道）

小売・娯楽関連施設における滞在者変化
（北海道）

（資料：デジタル庁）
※各日までにワクチン接種記録システム（VRS）に記録・集計された
データが対象。接種率の分母は２０２２年１月１日時点の住民基本台帳登録
人口のうち、性別・年齢が明らかな５２２万６６０３人。また、医療従事者等
の記録は含まれていない。データは２０２１年５月１日～２０２２年１１月１９日。

（資料：Google「COVID‐１９：コミュニティモビリティレポート」より作成）
※基準値は２０２０／１／３～２／６の５週間の曜日別中央値。後方７日間移動
平均線にて作成。①②⑤⑧～緊急事態宣言発出期間（①は道の独自政策）、④
⑥⑦⑨～まん延防止等重点措置期間、③～集中対策期間

図表６ 図表８
人口１０万人あたり新型コロナ重症者数の推移 大型店等販売額（北海道）

（前年同月比）

（資料：厚生労働省 「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報」）
※人口は２０２２年１月１日時点の住民基本台帳人口。集計期間は２０２１年７月
１日～２０２２年１１月２０日、直近７日間の重症者数÷総人口で算出。 （資料：北海道経済産業局）
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また、有効求人倍率は、足元で１．１を超える

水準となっており、雇用環境は持ち直しの動

きがみられる（図表１１）。

現状の所得環境をみると、残業時間・現金

給与総額は、概ね横ばいでの推移が続いてい

る（北海道「毎月勤労統計調査」）（図表１２）。

当行が本年５月から６月にかけて行った『賃

金動向に関する調査』では、今年度、定期給

与（基本給・諸手当等）を引上げ予定の企業

は７７％、特別給与（賞与・期末手当等）を引

上げ予定の企業は２２％となり、いずれも２年

連続で前年の水準を上回る結果となっている

（図表１３）。また、連合の２０２２年春闘年末一時

金（第１回）回答集計結果によると、年末一

時金は組合員一人あたり加重平均で７２７千円

（前年比＋５３千円）となり、昨年を上回る見

込みとなっている。しかし、実質総雇用者所

得（全国ベース）でみると、コロナ禍前の水

準に戻らないまま、足元で低下傾向にある

（図表１４）。当面は加速する物価上昇に賃金が

追いつかず、実質賃金は軟調に推移すること

が見込まれる。２０２３年度の所得環境につい

て、連合は２０２３年春闘基本構想において、

５％以上（定期昇給分２％＋ベースアップ

３％）の賃上げ要求する方針を打ち出してい

る。政府も「新しい資本主義」のもとで賃上

げを重点施策に掲げ、賃上げする企業に対し

インセンティブを一段と強化するとしてい

る。このように賃上げに向けた土壌は醸成さ

れつつあるため、２０２３年度所得環境におい

て、名目賃金が速度を上げて上昇する一方、

物価高の鈍化が見込まれるため、実質賃金は

図表９ 図表１１乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

雇用動向（北海道）

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会） （資料：北海道労働局）

図表１０ 図表１２雇用人員判断 賃金・労働時間の推移（北海道）
（前年同月比）

（資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」） （資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）
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緩やかに改善に向かうと想定した。

一方、消費者マインドは、内閣府が公表し

ている消費動向調査の「消費者態度指数（全

国・二人以上世帯・季節調整値）」をみる

と、２０２０年の新型コロナウイルスまん延によ

る急落から緩やかな回復傾向にあったが、

２０２２年には再び下落傾向となり、弱い動きが

みられる（図表１５）。また、消費動向調査で

は、消費者が予想する１年後の物価見通しに

ついて、物価上昇を見込む声が９割を超えて

おり、物価上昇が引き続き個人消費の重石と

なろう。

２０２３年度の個人消費は、上昇が続く物価に

下押しされた消費マインドと、緩やかに改善

に向かう雇用・所得環境との対立のなかで回

復ペースは鈍化しつつも、経済活動と感染抑

制との両立がいっそう進み、政府のエネル

ギー価格対策も個人消費を下支えすることで

底固く推移することが見込まれる。すなわ

ち、コロナ禍で制限された人流が徐々に戻る

なかで外食や宿泊などの対面型サービス消費

が個人消費を押上げよう。また、自動車向け

の半導体不足は２０２３年度には解消に向かい、

挽回生産が本格化すれば、供給不足の長期化

で積みあがった需要が財の消費の押し上げに

寄与しよう。もっとも、物価上昇はしばらく

続くことが見込まれ、消費活動に一定の重石

となるが、前年度の２０２２年度は円安が急速に

進行したことや、物価上昇ペースが速かった

ことの反動もあり、物価上昇ペースは鈍化が

見込まれる。また、コロナまん延後から積み

あがった個人預金も今後の消費活動を下支え

図表１３ 図表１５賃金引上げの推移（引上げとした割合） 消費者態度指数（全国、季節調整値）

（資料：北洋銀行「道内景気と賃金の動向について」） （資料：内閣府「消費動向調査」二人以上の世帯）

図表１４ 図表１６実質総雇用者所得 １世帯当たりの個人預金残高推移

（資料：日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」、総務省「住民基本
台帳人口に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」）
※１世帯につき１口座と仮定し、各月の預金残高総額を世帯数で割った
値。世帯数は各暦年の１月１日時点の値。（資料：内閣府）

２０２３年度北海道経済の見通し
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しよう（図表１６）。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．８％、名目成長率２．３％と予測する。

（２）政府最終消費支出

現物社会給付の一部となるコロナ関連支出

は、コロナ流行株が比較的重症化リスクが低

いことや、療養期間が相対的に短いことなど

を要因に、重症者向け病床の確保や生活物資

支援などの関連費用が低下しよう。一方、現

物社会給付の大部分を占める医療費・介護費

の動向をみると、コロナ禍での受診控えは一

巡し、既に高齢者人口の増加に伴う医療費・

介護費増加のトレンドに戻っていることか

ら、２０２３年度の現物社会給付も前年上回りと

なろう。

２０２３年度の固定資本減耗は、近年インフラ

投資が堅調だった一方で、２０２２年度の公共投

資が前年下回りを見込んでいるため、総じて

前年並み推移が見込まれる。

雇用者報酬に相当する道職員や市町村職員

（公務員）の給与水準は、民間の給与水準に

応じて定められ、２０２２年度には３年ぶりの増

加を見込んでいる。国家公務員の給与水準を

示す２０２２年１０月の人事院勧告によると、２０２２

年度の国家公務員の月給とボーナスを３年ぶ

りに引き上げるよう求め、政府もこれを受け

入れた。北海道もこれに合わせ、１１月の北海

道人事委員会の給与勧告において、月例給と

ボーナスの引上げを知事に勧告した。２０２３年

度も同様に、民間給与水準は前述のとおり増

加することを見込んでいる。人事院勧告によ

る給与改定の対象となる一般行政職の人数は

年々減少しているという面はあるが、これを

加味しても、２０２３年度の雇用者報酬は前年上

回りとなろう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．４％、名目成長率１．２％と予測する。

（３）住宅投資

２０２２年４～１０月の新設住宅着工戸数は、前

年比▲７．５％と前年を下回る水準で推移して

いる。木材や鉄鋼、プラスチック製建材等の

建築資材や住宅整備の価格が高騰しているこ

とに加え、札幌近郊では地価の上昇も相まっ

て住宅取得コストが増大していることが背景

にある。この状況は当面続くことが見込まれ

ることから、２０２２年度の住宅投資は弱含みで

推移し、前年下回りとなろう。

２０２３年度の住宅投資を利用目的別に展望す

ると、持家および分譲戸建は、建築コストの

高止まりが重石となるものの、コロナ禍およ

び住宅取得価格の急激な変化に様子見するな

どで繰越している需要が一定数想定される。

また木材価格では頭打ちの兆候がみられるこ

とや、２０２２年度の新設着工戸数大幅減の反動

もあり、増加しよう。貸家は、建築コストの

高止まりに加え、金利上昇が重石になろう。

住宅金融支援機構の参考金利によると、２０２２

年１１月の賃貸住宅１５年固定金利（繰上返済制

限制度有）は、１．５１％であり、前年同月に比

べ０．４８％ポイント上昇している。コストの上

昇が貸家の投資利回りを低下させるため、前

年下回りでの推移を見込む。分譲マンション

は、大型マンションの着工一服などから、前

年下回りとなろう。

これらを勘案すると、２０２３年度の住宅着工

戸数は、持家が１０，４５０戸、貸家が１４，５９０戸、

分譲が５，１１０戸（分譲マンション２，０２０戸、分

譲戸建３，０９０戸）、給与（社宅）が４１０戸、合

計３０，５６０戸となり、２０２２年度見込み（３０，１４０

戸）を４２０戸上回ろう（図表１７、１８）。

２０２３年度北海道経済の見通し
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この結果、住宅投資は、実質成長率０．６％、

名目成長率１．８％と予測する。

（４）設備投資

先行指標である２０２２年４～１０月の民間非居

住用建築物の工事費予定累計額は、前年を

７．３％上回って推移している（図表１９）。現在

進行中の個別案件をみると、札幌市内で複数

の大型再開発事業が進行中であるほか、再エ

ネ関連投資等もみられる（図表２０）。

２０２２年６月に日本政策投資銀行北海道支店

が行った『北海道地域設備投資計画調査』（原

則、資本金１億円以上の民間企業が対象）に

よると、２０２２年度の道内設備投資計画は全産

業で前年比＋２１．７％となっている（製造業・

同▲２．４％、非製造業・同＋３０．０％）（図表

２１）。

製造業では、過年度に製造設備新設があっ

た「紙・パルプ」や、大型改修工事があった

「鉄鋼・非鉄金属」などが反動で減少が見込

まれている。非製造業では、新設大型物流拠

点の完工やホームセンターの新規出店が一段

落した「卸売・小売」などの減少が見込まれ

るが、投資規模の大きい「電力」が全体を押

し上げ、全産業では増加の見通しである。

また、当行が２０２２年８月から９月にかけて

行った『道内企業の経営動向調査』では、道

内中小企業の設備投資実施割合（全産業）

は、２０２２年７～９月期（実績）が、コロナ禍

の落込みからの反動増のあった前年同期と同

じ３９％であった。しかし同年１０～１２月期（見

通し）における設備投資実施予定割合（未定

地区 主要用途 事業規模
石狩湾 洋上風力発電所新設 ７５０億円
北広島 野球場・商業施設 ６００億円
苫小牧 バイオマス発電 ３１２億円
札幌 医療センター新築 ２００億円
石狩 データセンター １６０億円
札幌 コンベンション施設移転新築 １５３億円
北５西１・西２地区再開発 ホテル・オフィスなど ２，５００億円
札幌駅南口北４西３再開発 商業施設・オフィスなど （２１０，２００㎡）
新さっぽろ駅周辺再開発 店舗・共同住宅など ５００億円
札幌駅北口８・１地区再開発 店舗・共同住宅など ４８２億円
南２西３南西再開発 店舗・共同住宅など ２４０億円

利 用 目 的２０２１年度２０２２年度２０２３年度 対前年度

計 ３２，０９１ ３０，１４０ ３０，５６０ ４２０

持 家 １１，６１６ ９，５７０ １０，４５０ ８８０

貸 家 １４，５３６ １４，７６０ １４，５９０ ▲１７０

給 与 住 宅 ５６２ ３９０ ４１０ ２０

分 譲 住 宅 ５，３７７ ５，４２０ ５，１１０ ▲３１０

（うちマンション） ２，０８７ ２，１８０ ２，０２０ ▲１６０

（ う ち 一 戸 建 ） ３，２２３ ３，２４０ ３，０９０ ▲１５０

図表１７ 図表１９住宅着工戸数の推移（北海道） 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省、２０２２・２０２３年度は当行推計） （資料：国土交通省「建築着工統計」）

図表１８ 図表２０利用目的別の住宅着工戸数
（戸）

道内での設備投資、再開発

（資料：国土交通省、２０２２・２０２３年度は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲
住宅の合計は一致しない場合がある （資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）
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を除く）は、前期比で減少する見通しとなっ

ており、足元では慎重さがみられる（図表

２２）。

設備投資の実行は、企業の利益動向に左右

される面が強いが、２０２２年９月に日本銀行札

幌支店が行った『企業短期経済観測調査（北

海道）』によると、企業の経常利益（全産業）

は２０２２年度上期計画で前年同期比▲２３．７％、

下期計画で同＋６．２％となっている（図表

２３）。経済活動の正常化に伴い利益は回復が

見込まれているが、足元で進行した円安や企

業物価の上昇が内需型企業の多い道内企業に

とって重荷になっているとみられる（図表

２４）。

２０２３年度を展望すると、前述した大型投資

案件の進行に加え、大規模再開発事業やデー

タセンターの着工が予定されているほか、省

力化投資や脱炭素関連投資、IT関連投資など

も一定程度続くとみられる。円安や企業物価

の高止まりによって各種コスト高が当面続

き、企業の利益を下押しすることがリスクと

して想定されるが、足元で頻発する値上げに

よって消費者の値上げ許容度が高まっている

と考えられることや、物価高への政策支援の

実施によって消費行動への影響は限定的にな

ると想定されることなどから、２０２３年度の企

業利益は前年を上回る利益水準を見込んでい

る。以上から２０２３年度の設備投資は、前年横

ばい圏内の動きとなろう。

この結果、設備投資は、実質成長率０．２％、

名目成長率０．９％と予測する。

２０２１年度
実績

２０２２年度
計画 増減率

全産業 ２，９８５ ３，６３３ ２１．７

（除く電力） （２，５５３） （２，４２３） （▲５．１）

製造業 ７６５ ７４７ ▲２．４

非製造業 ２，２２０ ２，８８７ ３０．０

（除く電力） （１，７８８） （１，６７６） （▲６．２）

２０２１年度 ２０２２年度

上期 下期 通年 上期
（計画）

下期
（計画）

通年
（計画）

全産業 １９４．４ ５．６ ６１．７ ▲２３．７ ６．２ ▲９．９

製造業 ５２．５ ０．７ ２２．５ ▲４．５ ８．３ １．６

非製造業 ５２９．９ ９．０ １００．５ ▲３４．４ ４．８ ▲１６．７

図表２１ 図表２３２０２２年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

企業の経常利益の動向（北海道）
（前年同期比、％）

（資料：日本政策投資銀行「北海道地域設備投資計画調査」） （資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」）

図表２２ 図表２４設備投資実施企業の割合 物価・為替相場の推移

（資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」） （資料：日本銀行）

２０２３年度北海道経済の見通し
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（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２０２２年

４～１０月の累計金額は前年を１３．６％下回って

推移している。２０２２年度の北海道開発事業費

（当初予算）は前年比＋０．１％と横ばいとなっ

たが、当初予算と補正予算を合わせた１６か月

予算では、補正予算に計上される「防災・減

災、国土強靭化のための５か年加速化対策」

が前年を下回ったため、前年比▲６．４％と大

幅な減少となった。また、昨今の資材価格高

騰の影響により実質の工事量が抑制されるこ

とや、各自治体の庁舎などで進められてきた

建て替えや大規模改修工事がピークアウトし

たことも重石となっている。北海道新幹線の

札幌延伸に伴う建設事業費が、工事の本格化

に伴い前年比＋４２．１％の１，３５０億円配賦され

ており、公共投資を下支えするものの、総じ

てみれば２０２２年度の公共投資は前年を下回ろ

う。

２０２３年度については、前年度の補正予算に

おける「防災・減災、国土強靭化のための５

か年加速化対策」に基づく予算配賦が前年を

上回っているため、補正予算を合わせた１５か

月予算についても前年上回りを見込んでい

る。北海道新幹線の札幌延伸について、当初

計画における総事業費は約１兆６，７００億円と

されるが、資材価格の高騰や人件費の上昇の

ほか、２０１１年に発生した東日本大震災を受け

て改定された耐震基準への対応などで総事業

費が増加する可能性が生じている。増加事業

費については現時点で公表されていないが、

６，０００億円台の追加事業費が必要となり、当

初予算と合わせた総事業費は２兆円を超える

との報道もある。いずれにせよ、２０３０年度の

開業まで残り８年となり、２０２３年度は当初の

事業計画ベースでも前年を上回る建設事業費

が予想されることから、今後北海道新幹線の

存在感はさらに増し、公共投資を下支えしよ

う（図表２５、２６）。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

０．０％、名目成長率０．８％と予測する。

（６）財貨・サービスの移出入（純）

（Ａ）移輸出

２０２２年４～１０月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出額は、「魚介類・同調製

品」「自動車の部分品」などが増加し、前年同

期を４１．３％上回って推移している。また、輸

出数量は品目により違いはあるが、おおむね

金額の伸びに比べて数量の伸びは鈍くなって

いる。２０２２年度の財の輸出は、米欧の金融引

締めに伴う海外景気の減速懸念はあるもの

図表２５ 図表２６公共工事請負金額（北海道） 整備新幹線事業費

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０２２・２０２３年度は当行推計） （資料：国土交通省資料などを基に作成、２０２３年度は当行推計）

２０２３年度北海道経済の見通し
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の、米欧や中国での外食需要が堅調であるこ

とに加え円安も追い風となり、ホタテガイを

中心とした魚介類や、米国向けの自動車部品

が前年に比べ増加している。OECDやIMFの

予測によると、海外経済は、景気減速懸念か

ら下方修正を繰り返しつつも２０２２年・２０２３年

ともプラス成長が見込まれており（図表

２７）、年度後半も引き続き堅調な推移が見込

まれる。

２０２３年度の財輸出は、円安が有利に働くと

はいえ、米国景気が減速に向かう可能性があ

ることや、主要品の食料品（ホタテガイな

ど）は供給量に限界があることなどから、前

年横ばい圏内を見込んでいる。また、ゼロコ

ロナ政策を堅持する中国で１１月に１日当たり

の感染者数が過去最高を更新しており、中国

の経済成長の停滞が長期化することも下振れ

リスクとして認識する必要がある。

国内向けの財の移出は、コロナ禍で大幅な

落ち込みがみられた飲食店向け等の食料品を

中心に、行動制限の解除以降、持ち直しが続

いている。主要な移出先である首都圏の需要

は、感染状況により変動するものの、コロナ

禍からの回復を背景に２０２２年度に続き２０２３年

度も前年上回りを見込んでいる。

サービス輸出については、コロナ禍で外国

人観光客受け入れが停止し、その中心である

インバウンド消費が蒸発していた。外国人入

国者数は、２０２２年６月１０日の外国人観光客受

け入れ再開以降、徐々に増加しており、足元

の円安も追い風となりサービス輸出の持ち直

しが見込まれる（図表２８）。もっとも、コロ

ナ禍前にインバウンド全体の１／４を占めて

いた中国（２０１９年度北海道観光入込客数調査

報告書）においては、ゼロコロナ政策による

人の移動制限が続いており、２０２３年度もその

影響は残ると想定した。

サービス移出については、来道客数の動向

をみると、２０２１年１１月から１２ヶ月連続で前年

同月を上回り、２０２２年１０月にはコロナ前の

２０１９年比で約８割まで来道者数は戻ってきて

いる（図表２９）。加えて２０２２年１０月１１日～１２

公表機関 公表日 年次 世界 アメリカ ユーロ圏 中国

OECD

６／８ 前回
２０２２ ３．０ ２．５ ２．６ ４．４

２０２３ ２．８ １．２ １．６ ４．９

９／２６

今回
２０２２ ３．０ １．５ ３．１ ３．２

２０２３ ２．２ ０．５ ０．３ ４．７

変化幅
２０２２ ▲０．０ ▲１．０ ０．５ ▲１．２

２０２３ ▲０．６ ▲０．７ ▲１．３ ▲０．２

IMF

７／２６ 前回
２０２２ ３．２ ２．３ ２．６ ３．３

２０２３ ２．９ １．０ １．２ ４．６

１０／１１

今回
２０２２ ３．２ １．６ ３．１ ３．２

２０２３ ２．７ １．０ ０．５ ４．４

変化幅
２０２２ ０．０ ▲０．７ ０．５ ▲０．１

２０２３ ▲０．２ ０．０ ▲０．７ ▲０．２

図表２７ ２０２２年・２０２３年世界経済見通し
（実質GDP、年間の増減率％、ポイント）

（資料：OECD、IMF）

図表２８ 図表２９道内への外国人入国者数 利用交通機関別の来道客数

（資料：法務省入国管理局） （資料：�北海道観光振興機構）

２０２３年度北海道経済の見通し
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月２０日（年明け以降の延長も決定した）の期

間で開始された全国旅行支援も押上げに寄与

しよう。２０２３年度のサービス移出は、２０２２年

度に講じられた旅行需要喚起策の効果が剥落

するものの、年度を通して人流が正常化する

ことで前年上回りが見込まれる。

総じてみれば、道内からの移輸出は前年を

上回ることが見込まれ、道内総生産（実質）

を押し上げよう。

（Ｂ）移輸入

２０２２年４～１０月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸入額は、「原油・粗油」「肥

料」「石油製品」などが増加し、前年同期を

５７．２％上回って推移している（図表３０）。一

方、輸入数量は、品目による濃淡はあるもの

の、「原油・粗油」でみられるように、金額

で増加（前年比＋３６％）しても、数量で減少

（同▲２８％）している品目もあり、輸入物価

の上昇が顕著に表れている。

２０２３年度を展望すると、輸入は、物価上昇

による名目輸入額の増加を予想するが、物価

調整後の実質増加額はほぼ横ばい圏内となろ

う。また、国内からの移入は、経済活動のコ

ロナ禍からの回復に伴う道内需要（中間需

要・最終需要）の増加により、前年上回りが

見込まれる。総じてみれば、移輸入は前年上

回りとなろう。

これを受けて、物価の影響を取り除いた実

質額では、移輸出の伸びが移輸入の伸びを上

回り、移輸出額から移輸入額を差し引いた財

貨・サービスの移輸入（純）はプラス成長と

なろう。

この結果、財貨・サービスの移出入（純）

は、実質経済成長率７．８％、名目成長率▲

０．５％と予測する。

４．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

２０２２年度は、農業の耕種部門では、米の作

柄は豊作となったが、作付面積の減少を受け

て、収穫量は前年下回りを見込む。新米の価

格をみると、１０月時点で前年産対比ではプラ

スとなっているものの、依然として低水準で

推移しており、生産額では前年下回りが予想

される（図表３１）。小麦は、作付面積はやや

増加したものの、収穫期の天候不順の影響も

あり、収穫量は減少した。一方、価格に関し

ては政府の外麦売渡価格の上昇を反映して、

相対取引価格も上昇していることから、生産

額では前年上回りを見込む。ばれいしょは、

不作であった前年に比べ作付面積が増加して

おり、収穫量の増加が見込まれる。また、生

図表３０ 図表３１貿易動向 米の相対取引価格

（資料：農林水産省）
※「道内３銘柄平均」は、「ななつぼし」「ゆめぴりか」「きらら
３９７」の価格を各月の取引数量によって加重平均したもの。（資料：函館税関）

２０２３年度北海道経済の見通し
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食用の価格は平年並みの水準で推移している

が、でん粉の取引価格は値上げが予定されて

いるため、生産額は前年を上回ると見込まれ

る。野菜類は、主産品のたまねぎの作付面積

は前年並みであるが、全体としては豊作傾向

にあり、出荷も順調に進んでいる。価格面を

みても、不作に伴う前年の高騰から落ち着

き、平年並みの水準に落ち着くものとみられ

る。野菜の他の品目については、品目により

作付面積や価格の変動がみられているもの

の、総じてみれば生産額は前年をやや上回る

と見込んでいる。

畜産部門では、生乳は需要低迷に伴って増

産抑制に努めてきたが、十分な需給の改善は

みられておらず、前年比で減産に取り組む方

針である。それに伴い、９月には生乳生産量

が４３か月ぶりに前年を下回った（図表３２）。

また、酪農経営の副収入となっている、乳用

種の子牛の取引価格の大幅下落もみられてい

る。一方、飼料価格などの高騰による生産コ

ストの増大に伴い、生産者団体と乳業メー

カーとの間での飲用など向け乳価の価格改定

や、国による加工原料乳生産者への経営安定

事業が進められたことは、生産額の押し上げ

要因となりうる。肉用牛は、飼料価格の高騰

が生産に大きな影響を及ぼしている上に、枝

肉相場についても軟調に推移している。家畜

市場では、和牛の販売価格の下落や落札頭数

の減少もみられており、生産額は前年下回り

を予測する（図表３３）。総じてみれば、農業

の総生産は前年を下回ろう。

林業は、木造の新築住宅（持家・分譲戸

建）の着工戸数をみると、建築コストの増大

などを背景に、前年を下回ると見込んでい

る。一方で、高騰する輸入木材からの需要の

シフトによる道産材の価格上昇や、行政によ

る道産材の活用促進政策もあって、総じてみ

れば総生産は前年上回りが見込まれる。

水産業は、主要魚種であるホタテガイは、

主要産地である噴火湾・オホーツク海ともに

順調な水揚げが見込まれる。好漁であった

２０２１年度と比べると漁獲量は下回る見込みだ

が、単価の高い輸出向けの回復もあって、生

産額は前年を大幅に上回ると見込む。秋サケ

は、北海道連合海区漁業調整委員会による秋

サケ沿岸漁獲速報をみると、１１月上旬時点で

すでに前年を上回る漁獲高を上回る実績と

なっており、生産額も前年から大きく増加す

ると見込む。一方、サンマ・イカなどは海水

温の上昇や資源の減少などを背景に不漁が続

く見込みにあり、前年並みの漁獲量を想定し

た。２０２１年度に発生した赤潮による環境の変

図表３２ 図表３３生乳生産量（北海道） 黒毛和種 １頭当たり販売金額

（資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」）
※各月の日数で割った１日当たりの値 （資料：ホクレン「肉牛市場情報」）
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化や、日ロ関係の悪化に伴うロシア水域での

操業不安などが重石となるが、総じてみれば

水産業の総生産は前年を大幅に上回ろう。

２０２３年度を展望すると、農業耕種部門の米

は、農水省が主食用米の作付面積の維持によ

る需給均衡を見通している。北海道におい

て、前年と同程度の作付面積で、作況が平年

並みとすると、豊作であった前年に比べれば

収穫量は減少が見込まれる。また、在庫水準

が高いことから米価の上昇も見込みにくく、

生産額は減少が見込まれる。小麦は、令和５

年（２０２３年）産の民間流通麦の播種前入札で

は、道産小麦の主要銘柄の指標価格は前年産

対比で上昇している（図表３４）。在庫過剰感

に伴う落札率の低下など、下押し要因はみら

れるが、総じてみれば生産額は前年上回りが

見込まれる。野菜類は、各品目ともに都府県

の生育状況や需給の変動が時々の価格に影響

を与えるものの、極端な天候不順などがなけ

れば、生産額は平年の水準から大きく上下し

ないと見込む。

畜産部門では、生乳はコロナ禍以降需要低

迷が続いており、北海道農協酪農・畜産対策

本部委員会（酪対）は２０２３年度も減産の方針

を維持することを決めた。飼料価格の高騰が

続けば、乳価などにも影響を及ぼすものとみ

られるが、乳価改定にあたっては、脱脂粉乳

などの在庫の積み上がりが重石となろう。こ

のため、生産額は前年下回りを見込む。肉用

牛については、飼料価格の高騰の影響は懸念

されるものの、外食需要の回復や、インバウ

ンド受け入れ再開などに伴い需要の復調が期

待されることから、生産額は前年上回りを見

込む。総じてみれば、農業の総生産は前年比

＋２．２％となろう。

林業は、道産材の利活用促進政策の効果

や、木造住宅の着工戸数の前年上回りが見込

まれることなどもあって、引き続き堅調な推

移が見込まれる。ただし、ウッドショックの

主因となったカナダ産木材の価格は一服感が

見られていることから、林業の総生産は前年

比＋０．１％と横ばい圏内での推移を見込む。

水産業は、主要魚種であるホタテガイはへ

い死被害などが起きなければ、引き続き順調

な水揚げが見込まれる。秋サケについても、

北海道周辺の海洋環境に改善が見られている

こともあり、順調な水揚げが期待される。一

方、サンマ・イカなどにとっては、海水温の

上昇傾向が打撃となり、漁獲量は低水準での

推移が見込まれる。前年に好漁が見込まれる

ため、総じてみれば水産業の総生産は前年比

▲２．２％と減少を予測するが、高水準を維持

しよう。

この結果、一次産業の総生産（名目）は前

年比＋１．１％と予測する。

（２）二次産業

２０２２年度の製造業をみると、道内の主力で

ある「食料品工業」は主要な輸出先である中

国におけるロックダウンなどの下押し要因に

加え、原材料価格の上昇分の販売価格への転

嫁が十分に進んでいないことから、総生産は

図表３４ 播種前入札における民間流通麦
（北海道産）の指標価格推移

（資料：一般社団法人 全国米麦改良協会）

２０２３年度北海道経済の見通し
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減少が見込まれる。「パルプ・紙・紙加工品」

は、工場の撤退に伴う生産能力の低下に加

え、コロナ禍での紙需要の減少から、総生産

の減少が見込まれる。原材料の輸入比率が高

い「石油・石炭製品」「一次金属」「金属製品」

などの部門では、輸入価格の高騰が重石とな

り、総生産の減少が見込まれる。「輸送用機

械」は、半導体不足が下押し要因となるが、

国内外の各自動車工場が挽回生産を進める中

で、総生産の増加が見込まれる。総じてみれ

ば、製造業の総生産は前年を下回ろう。

２０２３年度を展望すると、「食料品工業」は

水産資源をはじめとした原材料価格の高騰が

引き続き重石となるものの、外食やインバウ

ンド需要の回復に伴って、総生産の増加が見

込まれる。「石油・石炭製品」は、自動車など

の移動需要の回復に伴って燃料製品の増産が

期待され、総生産の増加が見込まれる。原油

価格の高騰が一服すれば、利益の回復により

総生産の増加が見込まれる。「輸送用機械」

は、半導体不足が徐々に緩和されるもとで、

堅調な海外需要に牽引されて国内の自動車

メーカーの増産が期待される。そのため、自

動車部品の製造が中心となる北海道において

も、総生産の増加が見込まれる。総じてみれ

ば、製造業の総生産は前年比＋３．０％となろ

う。

２０２２年度の建設業をみると、住宅では、建

設コストの上昇によって新規住宅取得にかか

る負担が増加しており、新築住宅着工戸数は

前年を下回ると見込む。民間設備投資では、

再生可能エネルギー関連の投資や、デジタル

化関連のソフトウェア投資、札幌市中心部の

再開発事業の進展などが押し上げ要因とな

り、前年上回りが見込まれる。公共工事で

は、補正予算と合わせた北海道開発予算の１６

か月予算は前年を下回っているものの、北海

道新幹線の建設事業費が増加していることか

ら、前年比では小幅な減少に留まるとみてい

る。総じてみれば建設業の総生産は前年を下

回ろう。

２０２３年度を展望すると、住宅では、建設コ

ストの上昇の影響が引き続きみられるもの

の、前年度の大幅減少の反動から、新築住宅

着工戸数は増加が見込まれる。民間設備投資

では、風力発電などの再生可能エネルギー関

連の投資を中心に、引き続き積極的な投資が

見込まれ、前年上回りが見込まれる。公共工

事では、北海道開発予算（１５か月予算）は前

年と同程度を見込んでいるのに加え、北海道

新幹線の建設工事の進展に伴う上積みが見込

まれる。総じてみれば、建設業の総生産は前

年比２．１％となろう。

この結果、二次産業の総生産（名目）は前

年比＋２．６％と予測する。

（３）三次産業

２０２２年度は、卸売・小売業では、前年の巣

ごもり需要の剥落などからスーパー等の販売

額は前年下回りが予想されるものの、前年の

まん延防止等重点措置の反動増もあり、百貨

店販売額は前年上回りが見込まれる。コンビ

ニエンスストアやホームセンターの売上額も

増加傾向で推移していることから、総じてみ

れば総生産は前年を上回ろう。もっとも、供

給制約に伴う新車販売不振の長期化や、感染

再拡大に伴う外出控えなどが重石となろう。

観光関連産業である宿泊・飲食サービス業や

旅客運輸業では、過年度の行動制限の反動に

加え、「どうみん割」や「全国旅行支援」な

どの需要喚起政策の効果もあって、総生産は

前年を上回ろう。また、本年７月以降に新千

２０２３年度北海道経済の見通し
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歳空港と韓国、台湾、シンガポールなどとの

間で国際線の運航が再開されたことから、今

後はインバウンド客も緩やかに回復するもの

と見込んでいる。情報通信業では、DXの推

進による企業のソフトウェア投資や、通信環

境の整備などで堅調な需要が見込まれるた

め、前年上回りを見込む。保健衛生・社会事

業では、２０２２～２０２５年度にかけて団塊の世代

が後期高齢者となることから医療費・介護費

のさらなる増加が想定されることに加えて、

コロナ禍による受診控えも和らぎ前年上回り

が見込まれる。その他のサービス業について

も、前年や前々年のような大規模な行動制限

が課されなければ、コロナ禍で落ち込んだ対

面型のサービス業を中心に持ち直しの動きが

続くと見込まれる。総じてみれば、三次産業

の総生産は前年上回りを見込む。

２０２３年度を展望すると、卸売・小売業で

は、物価上昇に伴って実質賃金の低下や消費

マインドの低下が続くことが懸念材料となる

が、コロナ禍からの経済活動の回復につれて

総生産は前年上回りが見込まれる。観光関連

産業である宿泊・飲食サービス業や旅客運輸

業では、国内観光需要の回復に加え、インバ

ウンド客が徐々に回復し、総生産の押し上げ

に寄与しよう。もっとも、コロナ禍以前の最

大の市場であった中国では引き続き厳格な行

動制限が敷かれる見通しであり、２０２３年度も

ゼロコロナ政策の影響は残ると見込んでい

る。不動産業では、札幌駅周辺における商業

施設やオフィスビルの新設に加え、賃貸マン

ションや分譲マンションの着工件数が堅調に

推移していることから、総生産は前年上回り

が見込まれる。また、DXの推進や少子高齢

化などの社会的な需要の拡大を背景に、情報

通信業や保健衛生・社会事業の総生産も引き

続き増加することが見込まれる。その他の

サービス業についても、個人消費や設備投資

といった民需が増加することで、総生産は前

年上回りが見込まれる。

この結果、三次産業の総生産（名目）は前

年比＋１．８％と予測する。
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０２１年度

（実績見込み）

２０２２年度

（見通し）

２０２３年度

（見通し）
２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

民間最終

消費支出

１１５，８０９

（２．１）

１２１，２６５

（４．７）

１２４，０５６

（２．３）
２．３ ２．３ ０．８

政府最終

消費支出

４１，７３２

（２．２）

４２，６１７

（２．１）

４３，１２２

（１．２）
１．１ ０．８ ０．４

総固定

資本形成

４１，５３８

（０．６）

４２，０００

（０．５）

４２，６９３

（１．６）
△３．１ △３．４ ０．２

住宅投資

設備投資

公共投資

７，７００

（４．４）

１５，１６３

（△３．３）

１８，６７１

（２．５）

７，５３９

（△２．１）

１５，７５８

（３．９）

１８，４３７

（△１．３）

７，６７６

（１．８）

１５，８９６

（０．９）

１８，５９０

（０．８）

△２．８

△５．７

△１．０

△６．９

０．３

△５．２

０．６

０．２

０．０

財貨・サービ

スの移出入

（純）

△１２，５５８

（３３．５）

△１６，７３３

（３３．２）

△１６，８２４

（△０．５）
１３．７ １２．７ ７．８

道内総生産

（支出側）

１９９，８３８

（０．２）

２０２，２０５

（１．２）

２０６，１０２

（１．９）
１．９ １．６ １．０

※統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

１．３

０．２

△０．７

１．３

０．２

△０．７

０．５

０．１

０．０

住宅投資

設備投資

公共投資

△０．１

△０．５

△０．１

△０．２

０．０

△０．５

０．０

０．０

０．０

財貨・サービスの移出入

（純）
１．０ ０．８ ０．４

道内総生産（支出側） １．９ １．６ １．０

※統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
名 目 値 前 年 度 比 伸 び 率

２０２１年度
（実績見込み）

２０２２年度
（見通し）

２０２３年度
（見通し）

２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，７７１

６，０３２

２５４

１，４８５

７，９０２

５，７８６

２６７

１，８４９

７，９８９

５，９１４

２６７

１，８０８

２．５

０．５

２．１

１１．６

１．７

△４．１

５．２

２４．５

１．１

２．２

０．１

△２．２

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３５，７５２

２５０

１８，６７２

１６，８３０

３３，９８５

２１４

１７，７４９

１６，０２１

３４，８７６

２３６

１８，２８５

１６，３５４

０．４

△１０．７

０．８

０．２

△４．９

△１４．３

△４．９

△４．８

２．６

１０．２

３．０

２．１

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１５４，４７９

６，６３１

２７，４６２

１２，２７２

３，６４８

６，０５０

７，００８

２２，７０５

１４，９５７

１４，５０６

７，９６８

２３，０８８

８，１８３

１５８，４６０

５，２５０

２８，３４１

１４，１０８

４，６７９

６，２９８

７，１０１

２３，３５２

１５，０１２

１４，５５８

７，８９４

２３，６１０

８，２５８

１６１，３４４

６，４２６

２８，５６５

１４，３７５

４，９１３

６，３９６

７，１０８

２３，４３６

１５，１９１

１４，５８７

７，８１１

２４，１０６

８，４３０

０．０

△１２．１

１．０

０．５

４．０

０．３

１．１

０．３

０．４

０．４

０．２

０．８

０．２

２．６

△２０．８

３．２

１５．０

２８．３

４．１

１．３

２．８

０．４

０．４

△０．９

２．３

０．９

１．８

２２．４

０．８

１．９

５．０

１．６

０．１

０．４

１．２

０．２

△１．１

２．１

２．１

道内総生産

（生産側）
１９９，８３８ ２０２，２０５ ２０６，１０２ ０．２ １．２ １．９

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０２３年度北海道経済の見通し

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年１月号
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≪ポイント≫

○ DXは業務改善DXと価値創出DXに２分類し、サービス経営の立場からアプローチせよ

○ 市場交換とは異なる「互酬」の原則は、顧客との関係性を問い直すヒントになる

○ 企業と顧客との接点（タッチポイント）を活用して、新たなサービス価値を創出する

１．はじめに：DX推進に悩む道内企業

本誌２０２２年４月号では、「臨時調査：道内企業のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

の取り組みについて」と題された記事が掲載されました。それによると、北海道の企業（回答企

業は３８０社）のうち、全産業で４３％がDXの取り組みを「行っている、またはこれから行う予定に

ある」と回答していました。DX検討中の未実施企業も含む数字とはいえ、意外に多い数字と思

われた読者の方もいたかもしれません。比較のために、総務省の情報通信白書（令和３年版）に

掲載された「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研

究」を見ると、東京２３区内の大企業（２６５５社）では、２０２０年度までに実施していると回答した企

業が５２．２％、これから実施を検討していると回答した企業が１６．９％に及んでいました。これらを

合計すると、６９．１％の企業がDXの取り組みを行っているか、またはこれから行う予定にある企

業ということになります。一方で、東京２３区内でも中小企業（２５６７社）の調査となると、DXの

取り組みを行っているか、またはこれから行う予定と回答した企業の合計値は４１．１％まで下がり

ます。これは道内企業の数値とほとんど変わりません。つまり、DXの取り組み格差は、地域間

格差というより、大企業と中小企業の格差と言えるかもしれません。

上記の道内調査の報告記事に続けて同誌（２０２２年４月号）では、「経営のポイント：DXの取り

組みにあたっては、DX人材の確保が課題」と題した記事を掲載しており、企業から寄せられた

回答の中に、「DXに対応できる人材が不足している」・「DXの進め方がわからない」といった戸惑

いの声が多く含まれていた調査結果を振り返っています。道内企業がDXに取り組むには、人材

確保はもちろん必要なのでしょうが、より大きな問題として道内企業は＜DXに関する理解その

ものが十分でない＞という点がネックになっているということです。

実は、DX推進は、周辺技術を理解することより、顧客との関係性を理解することのほうがよ

ほど重要なのです。よって、リスキリングによって情報技術に知悉し、システム設計を自在にで

きるようになることよりも、企業と顧客との関係性を緻密に設計できるようにしておくことが望

ましいのです。加えて、顧客との関係性をデザインする際には「互酬」という、一見するとアナ

ログな経済現象に注目すべきと本稿では主張します。DXに取り組む際に、デジタルよりもアナ

DX推進に求められる互酬的な顧客関係
～新しいサービス価値の創出に向けて～

小樽商科大学 ビジネススクール
教授 内田 純一

寄稿
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DX区分 活用領域

業務改善DX サービス・オペレーションの生産性を向上させるためにDXを活用

価値創出DX 顧客が経験できる新たなサービス価値を生み出すためにDXを活用

表１ DXの２大区分と活用領域

ログに注目すべきとは一体どういうことなのか、以降の章ではサービス経営学の考え方を交えつ

つ、順を追って説明していきましょう。

２．「業務改善DX」と「価値創出DX」の２分類

DXとは何でしょうか。定義として有名なのは、経済産業省が２０１８年にまとめた「デジタルト

ランスフォーメーションを推進するためのガイドライン Ver．１．０」による＜企業がビジネス環境

の激しい変化に対応し、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのもの

や、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること＞という整理で

す。

ただ、この定義づけを参照しても、「DXの進め方がわからない」という企業の戸惑いは消えそ

うもありません。このガイドラインはDX対応を見据えた経営者が、自社の取り組みの適切さを

評価するために書かれているためか、具体的記述に乏しく、どのような領域のITシステムを活用

すべきかといったことはほとんど書かれていませんでした。DXをどう進めていくかのガイドと

いうよりも、まるでDXをやり始めているかどうかのチェックリストのようでした。

２０２２年にこのガイドライン１．０は「デジタルガバナンス・コード２．０」に統合されました。１．０

時点のDX定義はそのままに、企業においてDXへの取り組みが適切になされているかどうか、企

業の利害関係者がチェックする体で書き直されました。タイトルにある通り、２．０は「コード」

であるため、チェックリスト的な性質が強化されています。

参考になるのは、２．０の序文に書かれた重要ポイントのうち、＜デジタルの力を、効率化・省

力化を目指したITによる既存ビジネスの改善にとどまらず、新たな収益につながる既存ビジネス

の付加価値向上や新規デジタルビジネスの創出に振り向けること＞という記述箇所です。ここで

はITの応用領域を２つに区分しています。世間ではデジタルやITというと、すぐに効率化・省力

化といった既存の「ビジネスの改善」の問題と矮小化されがちですが、この２．０では、デジタル

系の「ビジネスの創出」にも振り向けるべきという点をきちんと言及しています。

この２区分を、サービス経営学の観点からも補足しておきます。第一に、サービス事業ではほ

とんどの場合、顧客が共同生産者となります。よって、サービス生産システム（サービス・オペ

レーション）における生産性向上をはかるためには、企業側だけを改善しても抜本的改革になら

ず、顧客との関係性も洗練させていかねばならないわけです。第二に、新しいサービスは顧客の

経験価値を高める方向性で生み出す必要があります。そのために、現在提供中のサービスで構築

した顧客とのタッチポイントから、経験にもとづく示唆的な情報を引き出せねばなりません。

このように、サービス事業にDXを取り入れることを念頭に置くと、DXは表１のように大きく

２つの活用領域があると言えます。
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業務改善DXは取り組み直後の収益向上に貢献しますが、将来的には顧客から支持を得て価値

創出DXでもって持続可能な形で収益性を高めていくことが理想です。両者は一見すると別々の

アプローチのようですが、業務改善DXと価値創出DXの同時整備も可能です。

３．顧客との関係性を問い直す

２０２１年１２月から岸田総理大臣が音頭を取って推進している「デジタル田園都市国家構想」で

も、DXは官民双方が積極的に推進すべきとされているように、政策的に形成された流れです。

上述の「デジタルガバナンス・コード２．０」のようにコードと銘打ったガイドラインが出たこと

から見て、DX化に乗り遅れた企業は将来的には取引上の不利益を被る可能性もあります。

さきほど説明した業務改善DXにしても、価値創出DXにしても、サービス経営の立場から見れ

ば、いずれも顧客との関係性の在り方がその推進にあたってのカギとなります。

「顧客との関係性」という言葉からは、CRM（Customer Relationship Management）を実現する

システムのことを想起する方も多いかもしれません。例えば、CRMシステムの中には、Amazon

でのネットショッピングにつきものの「おすすめ」表示、すなわちレコメンデーションと呼ばれ

る仕組みがあります。これは、顧客側が自らの購買履歴を積極的に提供し、顧客が潜在的に欲し

かったものを企業側から提案してもらえるという「顧客体験」をサービスとして提供しているも

のです。そこには、顧客から企業に対して、一定の信頼付与が心理的にも契約上も生じていま

す。

実はマーケティング研究において、リレーションシップの概念を１９８０年代に初めて導入したの

は、サービス経営学の研究者（米国のレナード・ベリー）でした。実務的にも１９８０年代に情報技

術の進展により顧客データベースを使った活動が可能となり、マーケティングのパラダイムは顧

客の「獲得」から、顧客の「維持」へと大転換します。この維持（retention）という言葉は、繰

り返し購買といった狭い意味にとどまらず、顧客と相互交流することで、隠れたニーズを掘り起

こしていくという、いわば新たな「顧客体験」を生み出すための仕組みといった広い意味を持つ

ものとして提起されていました。「顧客との共同生産」をサービス経営におけるユニークな特性と

みなすサービス経営学者らしい着眼点と言えるでしょう。

とはいえ、現実には「信頼」という言葉に疑問を持つ消費者もいるはずです。人によっては、

「信頼したというより、いつのまにかシステムに組み込まれてしまった」と認識している人もい

るでしょう。確かに、CRMがマーケティング手法である以上、結果的には需要と供給というパ

ワー関係のなかに置かれます。それが市場の論理だからです。

しかし、そうしたパワー関係の影響下にありながらも、顧客との関係性は市場の論理だけに完

全に属さない部分があります。それが次の章で説明する「互酬」という経済現象です。

４．互酬的な顧客関係とコミュニティ

以下で示す２つの図をご参照ください。

図１は人間の経済における基本的な構造を示しています。人間は、基本的に上下関係と平等関

係の中で日々を過ごしています。この構図はあらゆる社会に普遍的に見られるものです。上下関

係は、国家のなかで市民として暮らす人間にとっても、原初的な部族社会で暮らす人間にとって
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図１ 経済の構造 図２ 人間の経済における３つの経済現象

も基本的に存在している構造ですし、平等関係は、無関係と相互関係に分かれ、社会システムに

応じてどちらの関係性に重点が置かれているかは違うにせよ、必ず双方の関係を合わせ持つとい

うのが、経済人類学の考え方です。

そして図２では、図１で紹介した人間の経済の基本構造に、具体的な経済現象を「再配分」、

「（市場）交換」、「互酬」の３つに分けて書き込んでいます。

図２の上部にある「再配分」は、市場社会においては政府による所得の再分配が図られるので

わかりやすいと思いますが、市場経済体制をとっていない国でも再配分の機能はありますし、原

初的な狩猟採集社会においても集団生活を維持するための再配分の実行は珍しくありません。

次に、「（市場）交換」（以降は市場交換と表記）については、市場経済体制では主流をなす経済

行為で、仮に共産的な経済体制をとっていても、市場的な交換を完全に排除することはできませ

ん。また原初的な社会においても、物々交換など、何らかの形で市場的な交換が行われてきまし

た。よって市場交換もまた、市場経済体制下でない社会にも存在する普遍的な経済現象です。

最後に、本章のキーワードである「互酬」については、原初的な社会における儀礼の一環とし

て発生しながら、現代社会においても交易や贈答品のやりとりなどに根強くその姿を留める経済

現象です。互酬のなかで行われる贈与型の経済現象は、市場においては交換の後に、その関係性

がフラットになる（図２の＜無関係＞になる）のとは異なり、交易や贈与の度にコミュニティが

強化される（図２の＜相互関係＞が強まる）のが特徴的です。互酬においては互いに交易や贈与

を繰り返すものの、相手への返礼品の価値は意図的に等価にしない慣習がある（立場の強いもの

が高価なものを相手に贈る）ため、市場交換とは性質がだいぶ異なります。市場交換と違って取

引がフラット化せず、関係性がいつまでも＜無関係＞にならないため、同じコミュニティに属す

るという、強い＜相互関係＞が形成されていくのです。

ちなみに、このコミュニティは狭い範囲で自分の御世話になった人に贈答品を贈り合う関係性

のこともあれば、広範囲に交易ネットワークのような関係性を築くこともあります。

道具立ての説明が長くなりましたが、筆者はこの「互酬」的な関係性に着目することがDX推

進のカギになると考えています。
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事例名 実施主体企業 概要

ファン
活性化

ピアプロ
（初音ミクファンの

ための共有サイト）

クリプトン・
フューチャー・
メディア

ヤマハの音声合成技術VOCALOIDエンジンを使った歌声ライブラリソフト
「初音ミク」ファンの交流を促進するサイトを企業側が用意し、キャラクター
を使った二次創作を容認している

ファン
育成

ネスカフェ
アンバサダー

ネスレ日本 ネスカフェ製コーヒーメーカー「バリスタ」をオフィス向けに無料貸出するプ
ログラム。貸出時にはオフィスでバリスタ普及を推進する代表者となる「アン
バサダー」を選定する

ファン
表彰

MVPアワード
プログラム

日本マイクロ
ソフト

マイクロソフトの技術コミュニティ形成に貢献した社外のサポーターをMVP
として表彰する制度。執筆や講演を通じて啓蒙にあたる技術者や、サポートに
貢献する一般ユーザーを同社がMVPとして表彰する

表２ ファン・マーケティングの種別と主な事例

５．デジタルが復活させたコミュニティ

CRMもまた市場交換のシステムに置かれている以上、需要と供給のパワー関係に置かれてい

ると、３章においては説明しました。確かに、関係性マーケティングの考え方は、提起された

１９８０年代当時は、顧客との相互作用を理想としながらも、一人の顧客から長年にわたって継続し

た取引を目指すことを狙っていたことは事実です。これは現在流行の経営用語で言うところの

「LTV（ライフ・タイム・バリュー）」、すなわち顧客生涯価値を引き出す考え方と基本は同じで

す。

ところが、２０００年代に入って情報技術がさらに進化し、ソーシャルメディアに代表されるよう

な電子的コミュニティを基盤としたプラットフォームが登場してくると、顧客との関係性の新た

な姿を構想できるようになってきました。考えてみれば電子的な「コミュニティ」は、昔ながら

の近所づきあいの「コミュニティ」と同じ用語をごく自然に使っています。現代のソーシャルメ

ディア上のコミュニティ（電子掲示板やSNSなど）では、人々が承認欲求を満たそうとしたり、

同じ趣味の人同士がクラスタとして集合し、ときにはそこからオフ会が派生し、現実空間のコ

ミュニティが生まれたりします。札幌の企業であるクリプトン・フューチャー・メディアによる

「初音ミク」コミュニティは、最もわかりやすいファン活性化の事例です。現代の消費社会は既

に、かつて失った原初的な社会における互酬的な活動を、情報技術のおかげで電子的に復活さ

せ、市場交換とは別の経済活動として巷にあふれさせています。

例えば、デジタル・マーケティング分野では、かつての購買履歴に基づく単純なデータベー

ス・マーケティングではなく、ある特定の企業やその商品・サービスに関するアンバサダーを務

めるような熱心なファンや、人物（例えばインフルエンサー）のライフスタイルに共感するファ

ン層に対し、ファン・コミュニティへの参加を促し、その「ファンベース」に対してマーケティ

ング的にアプローチをする動きが活発化（表２参照）しています。こうしたコミュニティ形成を

アプリで支援する企業も生まれてきているほどです（例えば、株式会社SKIYAKIの「Bitfan」）。

こうしたファン・コミュニティに加わる顧客の参加動機は、安く買えるからといった経済的な

モチベーションは副次的なものであり、あくまでもファン対象や趣味・嗜好を同じくする人たち

と交流したいという願望が主たるモチベーションとなっています。つまり、市場交換の論理では

説明できない、互酬的な論理がそこには介在しているとみなせるのです。
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このように、CRMとファンベース・マーケティングの発想は、顧客の参加意識という観点で

は、だいぶ様相の異なるものになっています。CRMを展開する企業は便利な機能（おすすめ機

能など）を顧客に恩恵として常に与え、形式的には顧客から信頼を付与されて運営しているとい

う体裁をとっていても、場合によっては需・給のパワー関係のために消極的な参加意識しか顧客

に抱いてもらえないことすらありました。しかし、ファン・コミュニティに参加したいという顧

客の意識はかなり積極的なもので、これをDX推進企業が活かさない手はないでしょう。

６．タッチポイントを拡げる

顧客の積極的な参加を促すこと、これがDXの推進には絶対に必要です。具体的に説明しま

しょう。先に紹介したDXの二大分類のうち、価値創出DXは顧客の経験を豊かにするタイプの

DXでした。従来はCRM的なデータベース・マーケティングが購買（あるいは検討したけれども

非購買）履歴を購買動向全体のデータから判断して、（おすすめ機能等で）未来の購買行動に働

きかけるだけでした。その機能を拡張するには手続き上、顧客からパーミション（許諾）を得る

ことが必要で、せいぜいダイレクトメールを送るくらいにしか発展できませんでした。一方で、

顧客が何らかのコミュニティに属すことで、自らの情報に対する対外アクセスを積極的に開放す

れば、顧客の経験を豊かにするために企業ができることは一気に拡がります。しかも、互酬的な

コミュニティでは、自分も周りに貢献したい、恩を返したいという意識を持つのが通常です（こ

れを返報性の原理と呼びます）。そのため、企業と顧客との共同作業は、コミュニティを何らか

の形で介在させたほうがずっと容易になるわけです。

現代の企業にとって、顧客が本当に求めている商品を、企業側の企画開発能力だけにより提案

できることは稀です。積極的な参加という顧客姿勢を引き出せば、その「価値創出」は顧客の協

力を得た共同生産の形で実現できるようになるのです。

さらに、サービス業の場合は、商品を生産する過程に顧客が居合わせながら商品提供されるこ

とが多いわけですが、自社商品のファン・コミュニティに参加している顧客は、そもそも商品コ

ンセプトに対する理解度が高いので、企業の提案通りのサービス・オペレーションが展開しやす

くなります。一般的に生産性の向上は企業側の生産システムの改善だと思われがちですが、サー

ビス業においてはこの生産システムに顧客がインプットとして投入された上でオペレーションが

組立てられています。そのため、顧客が積極的にファン・コミュニティに参加している状態を企

業側が味方につければ、結果的に「業務改善」に顧客が協力しているのと同じことになります。

情報技術の進化は確かに、企業側があらゆる顧客接点（タッチポイント）を駆使して顧客情報

を活用できる可能性を開きました。しかし、可能性があっても、顧客側が企業に対して無限に

パーミションを与えてくれはしません。その意味では、スマートフォンほど企業と顧客とのタッ

チポイントの構築経路を多様化させたメディアは他にありません。加速度や温度などのセン

サー、触覚・聴覚に訴える通知、テキストのみならず画像データの扱いやすさといった基本的機

能を持ち、常に長時間にわたり人間が身につけている唯一のメディアです。顧客からパーミショ

ンを得られさえすれば、企業はこれらの機能にアクセスした情報を使い、ときに顧客にも共同生

産者として参加してもらいながら、もっと多様で豊富な経験を顧客に提供できるようになるはず

です。
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７．まとめ：新しいサービス価値の創出に向けて

ひと昔前までオフィス・オートメーション（OA）化という言葉があったせいか、DX化もそれ

と同じような、業務の自動化・電子化の延長線上に捉えられがちです。確かに、RPA（ロボ

ティック・プロセス・オートメーション）による作業自動化や、SaaS（ソフトウェア・アズ・

ア・サービス）事業者からクラウドベース業務アプリを導入して帳票類や社内手続きを電子化す

ることは、IT化が進んでいない中小企業にとってはその導入は急がれるべきですが、これら自動

化・電子化は、基本的に社内にしか波及しないため、業務改善DXの序の口にしか過ぎません。

その上、サービス事業者における業務改善DXは、サービス・オペレーションを顧客参加によっ

て改善するという意識を持って取り組まなければ、大きな生産性向上にはつながりません。

そして、価値創出DXの成否もやはり、互酬の関係性のもとでの顧客参加を促せるかどうかに

成否のカギがあります。この考え方は、ファンベースのコミュニティを対象とするB２Cの企業

だけでなく、同じ社会価値実現のためにコミュニティ運営の協働パートナーを増やすことが自社

の経済圏を大きくすることに直結するようなB２B企業にもあてはまります。

本稿で解説した互酬という経済現象は、情報環境の進展により再び顕在化し、コミュニティ形

成を活発にしています。そして、情報環境の機能特性は、企業と顧客のタッチポイントを増やす

方向に作用し、かつてないレベルでユビキタス（遍在）化しています。最近流行の語彙を使うな

ら、政府と経団連が２０１６年に第５期科学技術基本計画で提示した、サイバー空間（仮想空間）と

フィジカル空間（現実空間）とが融合する「Society５．０」の姿は既に垣間見えつつある、と表現

できるかもしれません。この次のステップとして必要なのは、DXの神髄である互酬やコミュニ

ティ参加の概念を理解した上で、DXによって顧客の経験を豊かにしながらサービス・オペレー

ションの改善も統合的に実現できる企業をたくさん生み出していくという未来です。

DX化の取り組みをはじめたばかり、あるいは今まさに取り組もうとしている段階の企業が多

い北海道ですが、北海道でサービスを研究する筆者としては、革新的なサービス価値を北海道企

業が続々と創出する未来を夢見つつ、ひとまず筆を置きたいと思います。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年７～９月 ９０．１ ０．８ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．３ １．６ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．３ △４．２ ９４．９ ０．２ ８６．８ △５．０ ９２．４ ０．２ ８９．１ ０．９ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３
７～９月 r ８６．０ △１．７ ９８．５ ５．８ r ８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ r ８６．８ △１．７ １０３．８ ４．２

２０２１年 １０月 ８７．１ △０．９ ９１．８ ２．１ ８７．９ △１．９ ８９．１ ２．５ ８９．８ １．７ ９８．４ ０．５
１１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．８ △１．３ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．４ ９９．８ １．４
１２月 ８５．８ △０．３ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．２ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．１ ９４．３ △２．４ ８９．０ ３．７ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．４ △１．８ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７
９月 r ８５．６ △０．８ ９８．５ △１．７ r ８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ r ８６．８ ０．１ １０３．８ ２．９
１０月 p８７．０ １．６ ９５．３ △３．２ p８８．３ ２．３ ９３．５ △１．７ p８６．８ ０．０ １０３．３ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８６ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２７ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７８４ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８４４ ０．４

２０２１年 １０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，３０４ ４．８ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８８ ０．５
１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年１月号

ｏ．３１６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2022.12.15 19.26.32  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，８３２ ６．０ １１，２０９ ０．５ ７１，１７４ ０．９ １８，８５１ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９８ △２．１
７～９月 ３６，００７△８．８ １１，６８８ ０．２ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１

２０２１年 １０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，７０７ ０．２ ３，９２７ ３．５ ２３，９１３ △２．１ ６，３７８ ３．４ １２，０８２ △７．８ ２，８１１ △０．７
７月 １２，９６７△１１．８ ４，２７６△３．３ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９９９△１３．２ ３，６３５△１．７ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４５０ ６．１ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３

２０２１年 １０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ p ２ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１
４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８
７～９月 ８，７８２ △４．２ ２，２４６ △０．０ ３９３ ０．６ １１，６２７ ２１．４ ２７，３０２ ７．９

２０２１年 １０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０
５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４
６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５
７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８
８月 ３，１８０ ６．１ ７７７ ４．６ １０２ △２５．２ ３，７００ ３３．５ ８，０４５ ９．７
９月 ２，４９９ △２３．９ ７３９ １．０ １３６ １５．４ ３，２９０ △０．５ １０，６０１ ２．９
１０月 ２，６５７ △１２．７ ７６６ △１．８ １０６ △３４．４ ３，２３８ △３３．９ ７，７４５ ０．４

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１５．５
７～９月 ３６，８４８ ５．４ １４，６０５ ８．４ １０，８９５ ３．２ １１，３４８ ３．９ ８４７，１８９ ２．１

２０２１年 １０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３
５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △２２．０
６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６
７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９
８月 １０，２２４ △６．７ ４，０２１ △１．３ ３，１０９ △７．４ ３，０９４ △１２．３ ２３４，１４３ △１１．２
９月 １３，４８５ ３２．１ ５，４２９ ２９．６ ３，８１１ ４４．８ ４，２４５ ２５．４ ３２４，９０１ ２６．４
１０月 １２，０３３ ２９．５ ４，２８３ ２０．１ ３，６９３ ３６．７ ４，０５７ ３４．１ ２９５，８０９ ２８．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６

２０２１年 １０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７
１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ － ２．６

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７

２０２１年 １０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７
１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２３年１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９１３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４００ △１５．０ ７７１，７２４ △６．３
２０２０年度 ２２０，２４５ △２６．３ ６９４，８５４ △８．４ ８４３，９５６ △３０．７ ６８４，８６８ △１１．３
２０２１年度 ３３６，７０２ ５２．９ ８５８，７７７ ２３．６ １，３３２，９６８ ５７．９ ９１３，６８５ ３３．４

２０２１年７～９月 ８６，３０１ ７９．４ ２０８，００１ ２４．９ ２７９，８５９ ８１．３ ２１６，８４１ ３７．１
１０～１２月 ８９，１９５ ３７．６ ２２４，３１３ １５．７ ３６７，５７７ ６０．０ ２４０，９８６ ３７．６

２０２２年１～３月 ８３，４５９ ４２．７ ２１９，８１７ １４．５ ４０５，２１３ ５３．３ ２５２，８２４ ３４．７
４～６月 ９２，９７９ １９．６ ２３９，４２４ １５．９ ４２８，６８４ ５２．９ ２８５，９０９ ４１．０
７～９月 １４４，５３１ ６７．５ ２５６，３５４ ２３．２ ４１５，２６３ ４８．４ ３２０，０５０ ４７．６

２０２１年 １０月 ３１，９７４ ４６．５ ７１，８３２ ９．４ １１６，２０１ ６８．１ ７２，７３９ ２７．１
１１月 ２９，８６８ ４１．５ ７３，６７０ ２０．５ １１５，６１８ ４９．４ ８３，４０５ ４４．１
１２月 ２７，３５３ ２５．０ ７８，８１１ １７．５ １３５，７５８ ６３．２ ８４，８４２ ４１．４

２０２２年 １月 ２０，５１５ ３６．２ ６３，３１８ ９．６ １２７，０６１ ６９．９ ８５，３１２ ３９．７
２月 ２７，７３５ ７５．８ ７１，８９９ １９．１ １４０，０９７ ５１．３ ７８，６７１ ３４．２
３月 ３５，２０９ ２７．４ ８４，６００ １４．７ １３８，０５５ ４３．１ ８８，８４０ ３１．４
４月 ３２，８４１ △０．５ ８０，７５７ １２．５ １５３，７７１ ６８．０ ８９，２９４ ２８．４
５月 ２９，８９１ ５３．１ ７２，５２０ １５．８ １６１，６０４ ６２．１ ９６，４２６ ４９．０
６月 ３０，２４７ １９．９ ８６，１４７ １９．３ １１３，３０９ ２７．２ １００，１８９ ４６．２
７月 ４１，９３６ ５１．４ ８７，５５２ １９．０ １０７，９８３ １９．１ １０２，００２ ４７．４
８月 ４８，４８０ ７２．９ ８０，６００ ２２．０ １５９，５９８ ９６．７ １０８，８４８ ５０．０
９月 ５４，１１６ ７７．１ ８８，２０２ ２８．９ r １４７，６８２ ３７．８ r １０９，２００ ４６．０
１０月 ３８，７４３ ２１．２ ９０，０２２ ２５．３ p２１３，２０９ ８３．５ p１１１，６８４ ５３．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
２０２１年度 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７

２０２１年７～９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２８ ３．８ １１２，６９７ ２．０ ５，３７４，６９０ ０．９
１０～１２月 １９０，８８０ ４．１ ９，０３８，４３５ ３．６ １１３，６２１ △０．２ ５，４２２，２１２ １．１

２０２２年１～３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
４～６月 １９５，２０８ ２．２ ９，２６５，５０５ ３．０ １１２，４９２ △０．３ ５，５１６，２９６ ２．８
７～９月 １９２，３５６ ２．９ ９，２３０，７２８ ２．９ １１２，８１５ ０．１ ５，５８６，１６３ ３．９

２０２１年 １０月 １８８，３１０ ３．８ ８，９９７，８３７ ４．１ １１３，４３８ ２．０ ５，３７２，９３３ １．０
１１月 １８８，８７９ ４．８ ９，０５２，９６１ ３．６ １１３，０９２ １．５ ５，３９３，５３３ ０．７
１２月 １９０，８８０ ４．１ ９，０３８，４３５ ３．６ １１３，６２１ △０．２ ５，４２２，２１２ １．１

２０２２年 １月 １８９，３２３ ３．７ ９，０６２，１７３ ３．５ １１３，１５９ △０．９ ５，４０９，１２６ ０．９
２月 １９０，０９８ ３．６ ９，０８５，６７０ ３．４ １１３，３９５ △０．６ ５，４２７，７５７ ０．９
３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
４月 １９４，９２７ ３．２ ９，２８０，３２４ ３．０ １１２，７７１ △０．８ ５，４７１，４９７ １．７
５月 １９３，６８１ ２．１ ９，３１２，２４１ ２．９ １１２，４９９ △０．５ ５，４８５，５１８ ２．１
６月 １９５，２０８ ２．２ ９，２６５，５０５ ３．０ １１２，４９２ △０．３ ５，５１６，２９６ ２．８
７月 １９３，９３３ ２．７ ９，２７８，１５４ ３．４ １１３，０３２ △０．０ ５，５３０，７１１ ３．０
８月 １９３，８８５ ２．６ ９，２８１，７９２ ３．３ １１３，７８０ ０．６ ５，５４４，６２５ ３．５
９月 １９２，３５６ ２．９ ９，２３０，７２８ ２．９ １１２，８１５ ０．１ ５，５８６，１６３ ３．９
１０月 １９３，９０７ ３．０ ９，３０５，９８８ ３．４ １１３，６６０ ０．２ ５，６００，２３７ ４．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年１月号
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